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道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、住宅投資は低水準ながら持ち直している。公共投資は、新幹線関連の工

事発注などにより前年並みに回復している。個人消費は、一部の耐久消費財に持ち直しの動

きがみられるが震災前の水準までは回復しておらず、総じて弱い動きとなっている。輸出

は、中東や米国向けなどが増加している。

生産活動は、国内需要の回復から緩やかに持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、

新規求人数ともに改善している。企業倒産は、件数は増加、負債総額は減少している。
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①個人消費～弱い動き

４月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．４％）は、５ヶ月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲２．１％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋０．１％）は、衣料品が前年を下回

ったが、主力の飲食料品が横ばい、身の回り

品、その他の品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．６％）

は、２か月振りに前年を上回った。

②住宅投資～２ヶ月ぶりに増加

４月の新設住宅着工戸数は、３，３００戸（前

年比＋２３．３％）と２ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲４．０％）は

前年を下回ったが、貸家（同＋４４．７％）、分

譲（同＋３７．７％）は前年を上回った。

１～４月累計では、８，４５３戸（前年比

▲１．５％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋１０．２％）は前年

を上回ったが、持家（同▲６．９％）、分譲（同

▲１９．６％）は前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号
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（資料：北海道建設業信用保証�）

有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～生産は５ヶ月連続の上昇

４月の鉱工業生産指数は、前月比▲０．４％

と２ヶ月ぶりに低下し、前年比は＋１．９％と

５ヶ月連続で上昇した。

業種別では、前年に比べ食料品工業やパル

プ・紙・紙加工品工業などが低下したが、電

気機械工業や金属製品工業、輸送機械工業な

どが上昇した。

④公共投資～５ヶ月ぶりの増加

４月の公共工事請負金額は、１，１９１億円

（前年比＋０．８％）と５ヶ月ぶりに前年を上回

った。

発注者別では、国（同＋２０．６％）、北海道

（同＋３１．６％）が前年を上回り、市町村（同

▲３１．１％）が前年を下回った。

１～４月累計では、請負金額２，４７４億円

（前年比▲１２．０％）と前年を下回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４９倍となり、前月比では０．０５ポイント減

少し、前年比では０．０９ポイント上昇した。前

年比では、２７ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１１．２％の増加とな

り、２７ヶ月連続して前年を上回った。業種別

では、建設業（前年比▲１２．０％）が減少した

が、宿泊業、飲食サービス業（同＋４４．４％）

や卸売業、小売業（同＋１６．６％）などが増加

した。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号
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（資料：�北海道観光振興機構）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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（資料：函館税関）
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⑥来道客数～２ヶ月連続で前年を上回る

４月の来道客数は、７４９千人（前年比

＋３３．４％）と２ヶ月連続で前年を上回った。

昨年の東日本大震災による落ち込みから回復

傾向にある。

１～４月累計では３，１９０千人（同＋１３．４％）

と前年を上回った。

⑦貿易動向～輸出は４ヶ月連続の増加

４月の道内貿易額は、輸出が前年比１９．５％

増の３８８億円、輸入が同１１．５％増の１，４９１億円

となった。

輸出は、鉄鋼などが減少したが、石油製品

や化学製品、自動車の部分品などが増加し４

ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石油製品などが増加

して２８ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

５月の企業倒産は、件数が４１件（前年比

＋１０．８％）、負債総額が４４億円（同▲６５．５％）

となった。件数は２ヶ月ぶりに前年を上回

り、負債総額は３ヶ月連続で前年を下回っ

た。

業種別では、建設業１６件、サービス・他１１

件、卸売業５件などとなった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号
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― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号

平成２３年度の税制改正は、当初「所得税法等の一部を改正する法律案」及び「地方税法等の一

部を改正する法律案」として国会に提出されましたが、平成２３年３月末までに成立できずに終わ

ったため、平成２３年３月末に期限切れとなる規定が「税制つなぎ法案」により緊急対応として一

律に３カ月間延長されました。当初の改正法律案は平成２３年６月に「現下の厳しい経済状況及び

雇用情勢に対応して税制の整備を図るための所得税法等の一部を改正する法律案（税制整備法

案）」と「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律案（税制構築法案）」の２つに修正されたうえで国会審議が継続され、ねじれ国会の下、

東日本大震災の発生等の影響も受け難航しましたが、前者（税制整備法）は平成２３年６月２２日に

可決成立、同月３０日に公布・施行され、後者（税制構築法）もその一部が先送りとなったもの

の、残り部分は平成２３年１１月３０日に可決成立し、同年１２月２日に公布・施行されました。これら

２法には法人税法など法人税制の改正も含まれており、今回はその内容について「貸倒引当金制

度の見直し」を中心に紹介します。

◆法人税制の主要改正項目

平成２３年度税制改正のうち、法人税制に係る主な改正項目は次の通りです。

①法人税率（本則）の引下げ（法人税法６６条、１４３条）

普通法人の税率が、これまでの３０％から２５．５％に引き下げられ、併せて中小法人（一般社団法

人及び一般財団法人並びに公益社団法人及び公益財団法人を含む）又は人格のない社団等に係る

軽減税率も、これまでの２２％から１９％に引き下げられます。公益法人等又は協同組合等の税率も

同様に１９％となります。適用開始は平成２４年４月１日以後に開始する事業年度からとなります。

②中小企業者等への法人税率（特則）の引下げ（租税特別措置法４２の３の２、６８の８）

中小企業者等に対する法人税率の特則として、各事業年度の所得金額のうち年８００万円以下の

金額に係る法人税率がこれまでの１８％から１５％に引き下げられます。ただし適用時期は、平成２４

年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に開始する事業年度に限定されます。

なお、平成２３年１２月２日施行の「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要

な財源の確保に関する特別措置法（震災特例法）」の規定により、法人には、課税事業年度の課

税標準法人税額に１０％の税率を乗じて計算した復興特別法人税が上乗せされます（震災特例法４８

条）。この特例は、平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に最初に開始する事業年度

開始の日から同日以後３年を経過する日までの期間内の日の属する事業年度に適用されます（震

災特例法４５条）。この結果、この間の法人税率は２８．０５％（２５．５％＋２．５５％）となります。

③減価償却制度の見直し（法人税法施行令４８条の２第１項２号ロ）

平成２４年４月１日以後に取得する減価償却資産の定率法の償却率が、これまでの「定額法の償

却率（１／耐用年数）を２．５倍した数（２５０％定率法）」から「２．０倍した数（２００％定率法）」に改

経営のアドバイス

「貸倒引当金制度の見直し～平成２３年度法人税法改正」
金融財政事情研究会出版部嘱託
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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経営のアドバイス

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号

められました。

④欠損金の繰越控除制度の見直し（法人税法５７条、５８条）

青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越控除制度及び青色申告書を提出しなかった事業

年度の災害による損失金の繰越控除制度における控除限度額については、繰越控除をする事業年

度の繰越控除前の所得の金額の８０％相当額を上限とすることに改められました。ただし中小法人

については、これまで通り所得の金額の１００％までの控除が可能とされています。この措置は、

平成２４年４月１日以後に開始する事業年度から適用されます。

また繰越控除期間については、これまでの７年間が９年間に延長されます。この措置について

は、平成２０年４月１日以後に終了した事業年度において生じた欠損金について適用されます。

⑤貸倒引当金制度の見直し（法人税法５２条）

貸倒引当金制度の適用対象法人が一部に限定され、それ以外の法人については貸倒引当金制度

の適用がないものとされました。この項目については、後に詳しく解説します。

⑥寄附金の損金不算入制度の見直し（法人税法施行令７３条１項、７７条の２第１項）

法人や人格のない社団等で資本金等を有するものの一般の寄附金の損金算入限度額が、「期末

資本金等の額の１，０００分の２．５相当額と所得の金額の１００分の２．５相当額との合計額」の「２分の

１」から、同「４分の１」に引き下げられました。また、資本金等を有しない法人等について

も、所得の金額の１００分の２．５相当額から１００分の１．２５相当額に引き下げられました。なお、特定

公益増進法人等に対する寄附金の損金算入限度額については、一般の寄付金の損金算入限度額の

縮減額と同額の拡充が行われています。これらの措置は、平成２４年４月１日以後に開始する事業

年度から適用されます。

⑦中小企業特例の適用判定の見直し（法人税法６６条、６７条、１４３条）

複数の完全支配関係にある大法人（資本金もしくは出資金の額が５億円以上の法人）に発行済

株式等の全部を保有されている法人については、中小企業者等の軽減税率を適用しないととも

に、特定同族会社の特別税率の適用対象とする扱いとなりました。この改正に伴い、前記に該当

する法人については次の特別措置の適用がなくなりました（租税特別措置法５７の１０、６１の４、６６

の１３、６８の５９、６８の６６、６８の９８）。

・中小企業等の貸倒引当金の特例における貸倒引当金の法定繰入率

・交際費等の損金不算入制度における中小企業者に係る６００万円の定額控除

・中小企業者等以外の法人の欠損金の繰戻しによる還付の不適用措置における中小企業者等の適

用除外

このほか、消費税法における事業者免税点制度の免税事業者要件が見直され、消費税の課税売

上高が上半期で１，０００万円を超える場合には、当該事業者はその翌期から課税事業者となること

となりました。ただし課税売上高に代えて、所得税法に規定する給与等の支払額で判定すること

も可能です。

また、課税売上割合が９５％以上の場合に課税仕入れ等の税額の全額を仕入税額控除できる消費

税の制度については、当該課税期間の課税売上高が５億円以下の事業者に限って適用されること
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となりました。

◆貸倒引当金制度の原則廃止

今般の法人税制改正のうち、企業決算に大きな影響を及ぼすものに貸倒引当金制度の見直しが

あります。法人税法はこれまで、売掛債権や貸金等の金銭債権の評価損の計上を原則禁止する一

方、これらにつき取立不能のおそれがある場合の貸倒引当金の税務上の繰入限度額の規定を定め

ており、個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入基準として同法５２条１項並びに法人税法施行

令９６条１項が、一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度額については同法５２条２項並びに

法人税法施行令９６条２項が適用されて来ました。すなわち法人は、その保有する金銭債権が取立

不能となったときは貸倒償却としてこれをオフバランスできるほか（法人税基本通達９－６－

１、９－６－２、９－６－３の適用）、金銭債権の全部又は一部に取立不能のおそれが発生した

場合には、一定の要件の下で、当該金額を税務上の損金として貸倒引当金へ繰り入れることが出

来ました。

平成２３年税制改正においては、前述のとおり、法人税率の引下げが実施されましたが、一方で

税収減を補う財源確保策の一環として、法人税法における貸倒引当金制度の大きな見直しが行わ

れました。その内容を要約すれば、一般の事業法人であって中小法人、銀行等およびリース債権

等を有する一定の法人に該当しないものは、経過措置で認められる場合を除いて、貸倒引当金繰

入額の税務上の損金算入が出来なくなりました。つまり、貸倒引当金制度の原則廃止です。

具体的には、個別評価金銭債権の貸倒引当金繰入れは、これを税務上は損金とせずに実施する

ことになります（有税引当）。したがって、取引先が倒産した際に売掛金債権の全部又は一部が

焦げ付くおそれがあるときは、従前は取立不能見込額の５０％を税務上の損金として貸倒引当金へ

繰入れができたところですが、今般の改正の結果、有税扱いでの繰入れを余儀なくされます。ま

た、取引先が民事再生手続に入り、再生計画において金銭債権の一部が５年を超える長期賦払条

件で弁済されることとなった場合、これまでは５年超の弁済予定部分は無税での貸倒引当金繰入

れが可能でしたが、これも認められなくなりました。

金銭債権の取立不能見込み部分については、企業会計上は原則的に損失として引当金へ繰り入

れることが求められるので、税務会計との乖離は拡大することになります。この調整弁として税

効果会計の一層の活用が考えられますが、それとて野放図に認められるわけではなく将来の利益

予測範囲内に限られ、また繰延税金資産として計上された金銭債権額を、税務上の損金処理目的

で取り崩し前払いしていた税金の還付を受けるには、貸倒損失や譲渡損失のように損金額が確定

することが必要になります。それ以外のケースで繰延税金資産を取り崩しても、税金の還付は受

けられません。

一括評価金銭債権に係る貸倒引当金繰入れも、税務上は認められません。これについては税効

果会計の適用もないので、文字通り法人の税負担が増加することになります。

貸倒引当金制度は、以前の債権償却特別勘定の設定時代も含めて長い歴史があり、法人の経理

処理に欠くべからざるものとして利用されてきたところですが、今般の法人税率引下げの代償と

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９２／本文　※柱に注意！／００４～００９　経営のアドバイス（高橋）  2012.06.18 18.47.37  Page 6 



経営のアドバイス

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号

して、あまり議論もなく原則廃止されたことは残念に思います。

◆引き続き貸倒引当金制度が適用される法人

前記に関らず、以下に掲げる法人については、今後も引き続き次のように貸倒引当金制度が適

用されます。

①個別評価金銭債権に係る貸倒引当金繰入れ（法人税法５２条１項、法人税法施行令９６条１項）

・会社更生、民事再生、会社法の特別清算、内整理手続等による債務弁済計画において長期賦払

により弁済されることとなった金銭債権額のうち、５年以内に弁済が予定されている金額以外

の金額で担保等のカバーがない部分の全額

・債務者の債務超過状態が相当期間継続したこと等により金銭債権の一部につき取立て等の見込

みがないと判断される場合、当該取立て見込みのない金額の全額

・債務者に、会社更生、民事再生、破産、会社法の特別清算手続の申立て、および手形交換所に

おける取引停止処分を受けたことの諸事実が発生した場合、その時点で取立てが見込まれない

と判断される金銭債権の額の５０％相当額

・外国政府・中央銀行等に対する債権にデフォルト等の事実が発生した場合、その時点で取立て

が見込まれないと判断される金銭債権の額の５０％相当額

②一括評価金銭債権に係る貸倒引当金繰入れ（法人税法５２条２項、今般改正後の法人税法施行令

９６条６項）

法定繰入率を用いる中小法人を除いて、法人税法施行令９６条６項が規定する算式で算定された

貸倒実績率（おおむね、前３年内事業年度における売掛債権等の貸倒損失の合計額及び個別評価

貸倒引当金繰入額の合計額の年平均額を、前３年内事業年度における一括評価金銭債権の期末残

高の年平均額で割ったもの）を対象となる一括評価金銭債権の期末帳簿価額に乗じて計算した金

額を、貸倒引当金へ繰り入れます。

この貸倒引当金制度が引き続き適用される法人は、次の通りです。

� 普通法人のうち、当該事業年度終了時において資本金の額もしくは出資金の額が１億円以下

の法人または資本や出資を有しない法人

すなわち卸売業、小売業、製造業、サービス業等の一般事業を営む中小法人が対象となりま

す。ただし、大法人（資本金または出資金の額が５億円以上である法人等）との間に完全支配

関係にあるものや、複数の完全支配関係がある大法人に発行株式等の全部を保有されているも

のは除かれます。

� 公益法人等または協同組合等

� 人格のない社団等

� 銀行法に規定する銀行

普通銀行のほか、信託銀行、信用金庫、労働金庫等、銀行業の免許を得て銀行業務を行う法

人が対象になります。

� 保険業法に規定する保険会社
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� �または�に準ずるものとして政令で定める下記の法人
・無尽業法の免許を受けて無尽業を行う無尽会社

・金融商品取引法に規定する証券金融会社

・長期信用銀行法に規定する長期信用銀行および長期信用銀行持株会社

・銀行法に規定する銀行持株会社

・貸金業法施行令に掲げる金融庁長官指定短資会社またはコール資金貸付登録投資法人

・保険業法に規定する保険持株会社、少額短期保険業者および少額短期保険持株会社

・債権管理回収業に関する特別措置法に規定する債権回収会社

いわゆるサービサーで法務大臣の許可を受けたものが該当します。

・株式会社商工組合中央金庫

・株式会社日本政策投資銀行

・株式会社企業再生支援機構

・上記に掲げる内国法人に準ずる法人として財務省令（法人税法施行規則）で定めるもの

� 金融に関する取引に係る金銭債権（ファイナンスリース取引のリース債権等）を有する内国

法人として政令で定める下記の法人

ただしこれらの法人については、貸倒引当金の対象となる債権が特定されます。

・リース取引に係る所得の金額の計算規定（改正後の法人税法６４条の２第１項）によりリース資

産の売買があったものとされる場合の当該リース資産の対価の額に係る金銭債権を有する法人

対象債権は当該金銭債権に特定されます。

・金融商品取引法に規定する第１種金融商品取引業者（証券会社） 信用取引に付随する金銭債

権の貸付に係る債権に限られます。

・質屋営業法に規定する質屋 帳簿に記載の質契約に係る金銭債権が対象となります。

・割賦販売法に規定する登録包括信用購入斡旋業者又は登録個別信用購入斡旋業者（信販会社

等） 割賦販売法が規定する基礎特定信用情報として同法規定の指定信用情報機関に提供され

た支払時期が未到来の又は支払義務が未履行の包括信用購入斡旋又は個別信用購入斡旋に係る

債務に係る金銭債権に限られます。

・銀行の子会社又は保険会社の子会社であって金銭債権の取得又は譲渡に係る業務を営む法人お

よびこれに準ずる一定の業務を営む法人（財務省令で定めるところの、農業協同組合の子会

社、同連合会の子会社、信用協同組合の子会社、同連合会の子会社、信用金庫の子会社、同連

合会の子会社、長期信用銀行の子会社、長期信用銀行持株会社の子会社、労働金庫の子会社、

同連合会の子会社、銀行持株会社の子会社、保険持株会社の子会社、農林中央金庫の子会社、

株式会社商工組合中央金庫の子会社などが該当します）

これらの会社の貸倒引当金対象は、商業、工業、サービス業その他の事業を行なう者から買

い取った金銭債権（買取債権）で、当該法人の金銭債権の取得又は譲渡に係る業務として買い

取ったものに限られます。

・貸金業法に規定する貸金業者である法人 帳簿に記載された貸付契約に係る金銭債権および前
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項に掲げるような買取債権に特定されます。

・信用保証業を行う法人 当該信用保証業に係る保証履行により取得した金銭債権が対象となり

ます。

◆適用開始時期および経過措置

この貸倒引当金制度の改正は、平成２４年４月１日以降に開始する事業年度から適用されます。

ただし、平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に開始する各事業年度（経過事業年

度といいます）については、改正前の貸倒引当金制度の規定（法人税法５２条）がなおその効力を

有するものとされています。この場合、これまでの規定による繰入限度額に対して、平成２４年４

月１日から平成２５年３月３１日までの間に開始する事業年度においては４分の３、平成２５年４月１

日から平成２６年３月３１日までの間に開始する事業年度においては４分の２、平成２６年４月１日か

ら平成２７年３月３１日までの間に開始する事業年度については４分の１の引当てを認める経過措置

が講じられています。

なお、前記�に記載する法人については、改正後の貸倒引当金の繰入限度額が経過措置による
繰入限度額を上回る場合もあるので、個別評価金銭債権については金銭債権ごと、かつ経過事業

年度ごとに、改正後の規定と経過措置の選択適用が認められ、一括評価金銭債権についても経過

事業年度ごとに、改正後の規定と経過措置の選択適用が認められています。また、改正前の個別

評価による貸倒引当金又は一括評価による貸倒引当金の規定により、平成２７年４月１日以後最初

に開始する事業年度の前事業年度の損金の額に算入された貸倒引当金の金額は、その最初に開始

する事業年度の益金の額に算入することとされています。

（参考文献）

・税経通信（税務経理協会刊）２０１２年２月号p．８５所載 中島孝一論文「法人税法に係る改正項

目」

・中村慈美税理士事務所HP（nakayoshi-tax.com）所収 平成２３年度税制改正（二次改正）の解説

－貸倒引当金制度の改正
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１ はじめに

平成１８年４月１日に施行された改正高年齢者雇用安定法により、６５歳未満の定年の定めをして

いる企業は、６５歳（経過措置により平成２５年３月３１日までは６４歳）までの雇用の確保が義務付け

られています。具体的には、次の３つからいずれかの確保措置を講じなければなりません。

① 定年の引上げ

② 継続雇用制度の導入

③ 定年の定めの廃止

なかでも広く採用されているのは、②の「継続雇用制度の導入」になります。

継続雇用制度とは、「現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者を定年後も

引き続き雇用する制度」です。制度の内容としては、㋑勤務延長制度（定年年齢に達した者を退
職させることなく引き続き雇用する）と㋺再雇用制度（定年年齢に達した者をいったん退職させ
た後に再び雇用する）の２種類があります。

継続雇用制度については希望者全員を対象とすることが原則ですが、企業の実情に対応するた

め、労使協定により「対象者に係る基準」を定めることも可能です。ただし現在、改正高年齢者

雇用安定法案が国会に提出されており、現行の「対象者に係る基準」はこれにより撤廃され、希

望者全員を６５歳まで再雇用しなければならなくなる予定となっています（平成２５年４月１日施行

予定）。

企業にとっては、この継続雇用制度の導入はかなりのコスト負担を強いられるものとなります

が、雇用条件については「高年齢者の安定した雇用の確保が図られるものであれば、必ずしも労

働者の希望に合致した職種・労働条件による雇用を求めるものではない」とされています。

したがって、就業時間や就業日数及び賃金等は定年前と同条件である必要はなく、ある程度の

労働条件の変更、特に賃金低下を伴って継続雇用（特に「再雇用」）をしている企業が大多数か

と思われます。

そこで６０歳から６５歳までの賃金設計にあたって活用していただきたいのが在職老齢厚生年金と

高年齢雇用継続基本給付金（雇用保険の給付）です。厚生年金と雇用保険の公的制度を上手に利

用することによって、賃金が低下しても高年齢者の総収入はある程度保障される仕組みとなって

います。

ここでは、「６５歳までの雇用継続（再雇用）」という視点から、公的制度を活用して６０歳から６５

歳までの最適賃金を設計する方法を簡単にご説明いたします。

経営のアドバイス

高年齢者の最適賃金シミュレーション
～６０歳以降の賃金設計にあたり公的制度

（厚生年金・雇用保険）を活用しましょう！～

社会保険労務士法人むらずみ総合事務所
代表社員社会保険労務士 石井 ゆかる
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２ ６０歳台前半（６０歳から６５歳未満）の在職老齢厚生年金

厚生年金の被保険者期間が１年以上ある者で一定の条件を満たす場合は、６５歳になるまでの

間、６０歳代前半の老齢厚生年金が支給されます。ただし、厚生年金の被保険者として在職中の者
注１

が受ける６０歳代前半（６０歳から６５歳未満）の在職老齢厚生年金は、年金月額（基本月額）と賃金
注２

（総報酬月額相当額）の合計額が一定額を超えた場合に、その一部又は全部が支給停止となりま

す（在職中であっても、就業時間が短い又は就業日数が少ない等で厚生年金の被保険者となって

いない者については、この在職老齢厚生年金の適用は受けませんので、年金の支給停止はありま

せん）。

注１ ： 基本月額＝老齢厚生年金額÷１２か月（加給年金を除く）

注２ ： 総報酬月額相当額＝その月の標準報酬月額＋直近１年間の標準賞与合計額÷１２か月

支給停止額の計算方法は次の通りです。

① 基本月額と総報酬月額相当額の合計が２８万円以下の場合

支給停止なし（年金は全額支給）

（例）

・年金額９６万円 ⇒ 基本月額８万円

・標準報酬月額２０万円、年間賞与０円 ⇒ 総報酬月額相当額２０万円

支給停止額＝２０万円＋８万円≧２８万円 ⇒ ０円

年金支給額 ⇒ ８万円－０円 ⇒ ８万円

② 基本月額が２８万円以下、総報酬月額相当額が４６万円以下の場合

支給停止額＝（総報酬月額相当額＋基本月額－２８万円）÷２

（例）

・年金額９６万円 ⇒ 基本月額８万円

・標準報酬月額２０万円、年間賞与６０万円 ⇒ 総報酬月額相当額２５万円

支給停止額＝（２５万円＋８万円－２８万円）÷２ ⇒ ２．５万円

年金支給額＝８万円－２．５万円 ⇒ ５．５万円

＊①と②の例を比較してみますと、年金額と報酬月額は同額ですが、賞与が支給されているとい

う違いがあります。この例だけをみますと（ケースによって結果は様々です）、年間賞与が６０万

円支給されることによって年金額が３０万円（２．５万円×１２か月）支給停止となりますので、本人

の年間総収入は３０万円しか増えていないことになります。また、賞与社会保険料や税金を控除し

た手取額となると、さらに増加額は少なくなります。
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③ 基本月額が２８万円以下、総報酬月額相当額が４６万円超の場合

支給停止額＝（４６万円＋基本月額－２８万円）÷２＋（総報酬月額相当額－４６万円）

（例）

・年金額９６万円 ⇒ 基本月額８万円

・標準報酬月額４０万円、年間賞与９０万円 ⇒ 総報酬月額相当額４７．５万円

支給停止額＝（４６万円＋８万円－２８万円）÷２＋（４７．５万円－４６万円）⇒ １４．５万円

年金支給額＝８万円－１４．５万円 ⇒ ０万円

④ 基本月額が２８万円超で総報酬月額相当額が４６万円以下の場合

支給停止額＝総報酬月額相当額÷２

（例）

・年金額３４８万円 ⇒ 基本月額２９万円

・標準報酬月額２０万円、年間賞与６０万円 ⇒ 総報酬月額相当額２５万円

支給停止額＝２５万円÷２ ⇒ １２．５万円

年金支給額＝２９万円－１２．５万円 ⇒ １６．５万円

⑤ 基本月額が２８万円超で総報酬月額相当額が４６万円超の場合

支給停止額＝４６万円÷２＋（総報酬月額相当額－４６万円）

（例）

・年金額３４８万円 ⇒ 基本月額２９万円

・標準報酬月額４０万円、年間賞与９０万円 ⇒ 総報酬月額相当額４７．５万円

支給停止額＝４６万円÷２＋（４７．５万円－４６万円）⇒ ２４．５万円

年金支給額＝２９万円－２４．５万円 ⇒ ４．５万円

＊ただし、現在の年金給付水準からしますと、④と⑤の「基本月額が２８万円超」のパターンは現

実的にはかなり少ないと思われます。

以上の計算をわかりやすくした早見表がありますので、参考にして下さい（別表１）。

総体的に、年金額が低くて賃金が高い場合は年金支給停止額が多く（＝年金支給額が少な

く）、年金額が高くて賃金が低い場合は年金支給停止額が少ない（＝年金支給額が多い）という

仕組みになっています。

３ 高年齢雇用継続基本給付金

雇用保険の被保険者期間が通算で５年以上ある６０歳以上６５歳未満の一般被保険者に対して、６０

歳以降の賃金月額が６０歳時点の賃金月額の７５％未満に低下した場合に、高年齢雇用継続基本給付

金が支給されます。ここでいう賃金は月額ですので、賞与は対象外となります。（６０歳時点の賃金

月額とは、６０歳到達時前６か月間に支払われた賃金を１８０で除した額の３０日分です。上限額は
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４５１，８００円、下限額は６９，９００円です。）

支給額の計算方法は次の通りです。

ただし、支給額には次のような限度額が設定されています。

㋑６０歳以降の賃金月額が３４４，２０９円（毎年８月に改定予定）以上の場合は支給なし
㋺６０歳以降の賃金月額と支給額の合計が３４４，２０９円を超える場合は、超えた額を減額して支給
㋩算定された支給額が１，８６４円（毎年８月に改定予定）以下の場合は支給なし

① 賃金低下率が６１％以下の場合

支給額＝６０歳以降の賃金月額×１５％

（例）

・６０歳時点の賃金月額 ⇒ ３８万円

・６０歳以降の賃金月額 ⇒ ２０万円

・賃金低下率 ⇒ ５２．６３％（小数点以下第３位を四捨五入）

・支給率 ⇒ １５％

支給額＝２０万円×１５％ ⇒ ３０，０００円

② 賃金低下率（⇒Ａ）が６１％超７５％未満の場合

支給率（⇒Ｂ）＝
（－１８３Ａ＋１３，７２５）

２８０Ａ
×１００

支給額＝６０歳以降の賃金月額×支給率（Ｂ）

（例）

・６０歳時点の賃金月額 ⇒ ３８万円

・６０歳以降の賃金月額 ⇒ ２６．６万円

・賃金低下率 ⇒ ７０．００％（小数点以下第３位を四捨五入）

・支給率 ⇒ ４．６７％（小数点以下第３位を四捨五入）

支給額＝２６．６万円×４．６７％ ⇒ １２，４２２円（小数点以下切り捨て）

③ 賃金低下率が７５％以上の場合

支給額＝０円

（例）

・６０歳時点の賃金月額 ⇒ ３８万円

・６０歳以降の賃金月額 ⇒ ２８．５万円

・賃金低下率 ⇒ ７５．００％

・支給率 ⇒ ０％

支給額＝２８．５万円×０％ ⇒ ０円
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以上の計算をわかりやすくした賃金低下率と支給率の早見表がありますので、参考にして下さ

い（別表２）。

４ 在職老齢厚生年金と高年齢雇用継続基本給付金の併給調整

在職老齢厚生年金を受給している者が、高年齢雇用継続基本給付金も受ける場合は、在職老齢

厚生年金の一部が支給停止されます（高年齢雇用継続給付は全額支給されます）。

支給停止額は高年齢雇用継続基本給付金の４割相当額です。

支給停止額＝標準報酬月額×（高年齢雇用継続基本給付金支給率×０．４）

（例）

・６０歳時点の賃金月額 ⇒ ３８万円

・標準報酬月額 ⇒ ２０万円

・賃金低下率 ⇒ ５２．６３％

支給停止額＝２０万円×（１５％×０．４）＝１２，０００円

以上の計算をわかりやすくした賃金低下率と年金停止率の早見表がありますので、参考にして

下さい（別表２）。

５ その他の効果

賃金が低下しますと、あわせて社会保険料（健康保険・介護保険・厚生年金保険・雇用保険）

や税金も減少します（高年齢雇用継続基本給付金は非課税です）。したがって、賃金の低下率ほ

ど手取額の低下率は大きく変動しないこととなります。また企業にとっては、賃金だけではなく

法定福利費も含めた人件費を減少させられるという効果があります。

６ 最適賃金シミュレーション

それでは、実際に以上の在職老齢厚生年金と高年齢雇用継続基本給付金を活用した賃金シミュ

レーションをしてみましょう。

例えば、次のようなケースの場合です。

昭和２７年６月１日生まれ（６０歳）：男性

扶養家族：妻

６０歳時点の賃金月額：３８万円

年金額：９６万円⇒基本月額８万円

直近１年間賞与支給：０円

別表３の「６０歳代前半の賃金シミュレーション（例）」をご覧いただくと下記のことがわかり

ます。

① 賃金低下率ほど手取額の低下率は大きくならない。
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→賃金を７５％（－９．５万円）に改訂しても、手取額の低下率は８８．１７％ …㋑
この段階では、まだ高年齢雇用継続基本給付金は支給されていません。しかし、在職老齢

厚生年金（４万円）の支給と、「その他の効果」としての社会保険料や税金の減少（約１．７万

円）により、手取額の低下率は抑えられていることに注目してください。

② 賃金低下率の方向と手取額の低下率の方向は必ずしも一致しない。

→賃金を７２．５％（２７．５５万円）に改訂した場合の手取額低下率は８６．４５％ …㋺
賃金を６０％（２２．８万円）に改訂した場合の手取額低下率は８９．５５％…㋩

賃金低下率７２．５％（㋺）までは賃金低下に合わせて手取額も下がる一方となっています。
しかしその後は、賃金低下に逆行して手取額は増加するという現象が起きています。この大

きな要因は、社会保険料（健康保険・介護保険・厚生年金）が、賃金を標準報酬という一定

の幅にあてはめて計算されているためです。具体的には、賃金が２８万円の場合と２７万円の場

合の社会保険料は同じですが、２７万円の場合と２６万円の場合は違うということです。

③ 大幅に賃金低下させた方が手取額は増える場合がある。

→㋑と㋩を比較すると、賃金は㋑が５．７万円高いが手取額は㋩の方が高い
この逆転現象は、まさに「在職老齢厚生年金」「高年齢雇用継続基本給付金」の公的制度活

用と「その他効果」が生み出した結果といえます。

「賃金を大幅にダウンさせるとモチベーションが下がる」と懸念されている企業も多いこ

とでしょう。しかし、賃金を下げることによって逆に手取額が増えるとしたらどうでしょう

か？高年齢者の就労意欲を著しく低下させることなく、企業は必要な人材を低コストで確保

することも可能となります。

（ただし、このシミュレーションは一例にすぎません。全てのケースにおいて、このような「賃金低下

と手取額増加の逆転現象」が起きるとは限りませんのでご注意ください。）

７ おわりに

高年齢者の最適賃金を設計するにあたって、個々の過去の就業状況等により年金額や６０歳時点

の賃金額は様々ですので、一律に「賃金は○○％低下させるのが最適」とは言えません。ですか

ら、それぞれのケースにおいてシミュレーションすることより、企業にも働く高年齢者にも少し

でもメリットがあるような賃金設計をすることが必要です。

尚、今回はより簡単に説明するために、詳細な要件や手続き上の注意点等は省略しておりま

す。実際にシミュレーションする際には、社会保険労務士等の専門家へよくご相談いただき、慎

重に対応されることをお勧めいたします。
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年金月額
総 報 酬 月 額 相 当 額

９．８万円 １３万円 １６万円 １９万円 ２２万円 ２５万円 ２８万円 ３１万円 ３４万円 ３７万円 ４０万円 ４３万円 ４６万円 ４９万円 ５２万円

１万円
１．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ ０．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１０．８ １４．０ １７．０ ２０．０ ２３．０ ２６．０ ２８．５ ３１．０ ３４．０ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

２万円
２．０ ２．０ ２．０ ２．０ ２．０ ２．０ １．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１１．８ １５．０ １８．０ ２１．０ ２４．０ ２７．０ ２９．０ ３１．０ ３４．０ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

３万円
３．０ ３．０ ３．０ ３．０ ３．０ ３．０ １．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１２．８ １６．０ １９．０ ２２．０ ２５．０ ２８．０ ２９．５ ３１．０ ３４．０ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

４万円
４．０ ４．０ ４．０ ４．０ ４．０ ３．５ ２．０ ０．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１３．８ １７．０ ２０．０ ２３．０ ２６．０ ２８．５ ３０．０ ３１．５ ３４．０ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

５万円
５．０ ５．０ ５．０ ５．０ ５．０ ４．０ ２．５ １．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１４．８ １８．０ ２１．０ ２４．０ ２７．０ ２９．０ ３０．５ ３２．０ ３４．０ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

６万円
６．０ ６．０ ６．０ ６．０ ６．０ ４．５ ３．０ １．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１５．８ １９．０ ２２．０ ２５．０ ２８．０ ２９．５ ３１．０ ３２．５ ３４．０ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

７万円
７．０ ７．０ ７．０ ７．０ ６．５ ５．０ ３．５ ２．０ ０．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１６．８ ２０．０ ２３．０ ２６．０ ２８．５ ３０．０ ３１．５ ３３．０ ３４．５ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

８万円
８．０ ８．０ ８．０ ８．０ ７．０ ５．５ ４．０ ２．５ １．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１７．８ ２１．０ ２４．０ ２７．０ ２９．０ ３０．５ ３２．０ ３３．５ ３５．０ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

９万円
９．０ ９．０ ９．０ ９．０ ７．５ ６．０ ４．５ ３．０ １．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１８．８ ２２．０ ２５．０ ２８．０ ２９．５ ３１．０ ３２．５ ３４．０ ３５．５ ３７．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１０万円
１０．０ １０．０ １０．０ ９．５ ８．０ ６．５ ５．０ ３．５ ２．０ ０．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
１９．８ ２３．０ ２６．０ ２８．５ ３０．０ ３１．５ ３３．０ ３４．５ ３６．０ ３７．５ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１１万円
１１．０ １１．０ １１．０ １０．０ ８．５ ７．０ ５．５ ４．０ ２．５ １．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
２０．８ ２４．０ ２７．０ ２９．０ ３０．５ ３２．０ ３３．５ ３５．０ ３６．５ ３８．０ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１２万円
１２．０ １２．０ １２．０ １０．５ ９．０ ７．５ ６．０ ４．５ ３．０ １．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
２１．８ ２５．０ ２８．０ ２９．５ ３１．０ ３２．５ ３４．０ ３５．５ ３７．０ ３８．５ ４０．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１３万円
１３．０ １３．０ １２．５ １１．０ ９．５ ８．０ ６．５ ５．０ ３．５ ２．０ ０．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
２２．８ ２６．０ ２８．５ ３０．０ ３１．５ ３３．０ ３４．５ ３６．０ ３７．５ ３９．０ ４０．５ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１４万円
１４．０ １４．０ １３．０ １１．５ １０．０ ８．５ ７．０ ５．５ ４．０ ２．５ １．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
２３．８ ２７．０ ２９．０ ３０．５ ３２．０ ３３．５ ３５．０ ３６．５ ３８．０ ３９．５ ４１．０ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１５万円
１５．０ １５．０ １３．５ １２．０ １０．５ ９．０ ７．５ ６．０ ４．５ ３．０ １．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
２４．８ ２８．０ ２９．５ ３１．０ ３２．５ ３４．０ ３５．５ ３７．０ ３８．５ ４０．０ ４１．５ ４３．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１６万円
１６．０ １５．５ １４．０ １２．５ １１．０ ９．５ ８．０ ６．５ ５．０ ３．５ ２．０ ０．５ ０．０ ０．０ ０．０
２５．８ ２８．５ ３０．０ ３１．５ ３３．０ ３４．５ ３６．０ ３７．５ ３９．０ ４０．５ ４２．０ ４３．５ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１７万円
１７．０ １６．０ １４．５ １３．０ １１．５ １０．０ ８．５ ７．０ ５．５ ４．０ ２．５ １．０ ０．０ ０．０ ０．０
２６．８ ２９．０ ３０．５ ３２．０ ３３．５ ３５．０ ３６．５ ３８．０ ３９．５ ４１．０ ４２．５ ４４．０ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１８万円
１８．０ １６．５ １５．０ １３．５ １２．０ １０．５ ９．０ ７．５ ６．０ ４．５ ３．０ １．５ ０．０ ０．０ ０．０
２７．８ ２９．５ ３１．０ ３２．５ ３４．０ ３５．５ ３７．０ ３８．５ ４０．０ ４１．５ ４３．０ ４４．５ ４６．０ ４９．０ ５２．０

１９万円
１８．６ １７．０ １５．５ １４．０ １２．５ １１．０ ９．５ ８．０ ６．５ ５．０ ３．５ ２．０ ０．５ ０．０ ０．０
２８．４ ３０．０ ３１．５ ３３．０ ３４．５ ３６．０ ３７．５ ３９．０ ４０．５ ４２．０ ４３．５ ４５．０ ４６．５ ４９．０ ５２．０

２０万円
１９．１ １７．５ １６．０ １４．５ １３．０ １１．５ １０．０ ８．５ ７．０ ５．５ ４．０ ２．５ １．０ ０．０ ０．０
２８．９ ３０．５ ３２．０ ３３．５ ３５．０ ３６．５ ３８．０ ３９．５ ４１．０ ４２．５ ４４．０ ４５．５ ４７．０ ４９．０ ５２．０

２１万円
１９．６ １８．０ １６．５ １５．０ １３．５ １２．０ １０．５ ９．０ ７．５ ６．０ ４．５ ３．０ １．５ ０．０ ０．０
２９．４ ３１．０ ３２．５ ３４．０ ３５．５ ３７．０ ３８．５ ４０．０ ４１．５ ４３．０ ４４．５ ４６．０ ４７．５ ４９．０ ５２．０

２２万円
２０．１ １８．５ １７．０ １５．５ １４．０ １２．５ １１．０ ９．５ ８．０ ６．５ ５．０ ３．５ ２．０ ０．０ ０．０
２９．９ ３１．５ ３３．０ ３４．５ ３６．０ ３７．５ ３９．０ ４０．５ ４２．０ ４３．５ ４５．０ ４６．５ ４８．０ ４９．０ ５２．０

２３万円
２０．６ １９．０ １７．５ １６．０ １４．５ １３．０ １１．５ １０．０ ８．５ ７．０ ５．５ ４．０ ２．５ ０．０ ０．０
３０．４ ３２．０ ３３．５ ３５．０ ３６．５ ３８．０ ３９．５ ４１．０ ４２．５ ４４．０ ４５．５ ４７．０ ４８．５ ４９．０ ５２．０

２４万円
２１．１ １９．５ １８．０ １６．５ １５．０ １３．５ １２．０ １０．５ ９．０ ７．５ ６．０ ４．５ ３．０ ０．０ ０．０
３０．９ ３２．５ ３４．０ ３５．５ ３７．０ ３８．５ ４０．０ ４１．５ ４３．０ ４４．５ ４６．０ ４７．５ ４９．０ ４９．０ ５２．０

２５万円
２１．６ ２０．０ １８．５ １７．０ １５．５ １４．０ １２．５ １１．０ ９．５ ８．０ ６．５ ５．０ ３．５ ０．５ ０．０
３１．４ ３３．０ ３４．５ ３６．０ ３７．５ ３９．０ ４０．５ ４２．０ ４３．５ ４５．０ ４６．５ ４８．０ ４９．５ ４９．５ ５２．０

２６万円
２２．１ ２０．５ １９．０ １７．５ １６．０ １４．５ １３．０ １１．５ １０．０ ８．５ ７．０ ５．５ ４．０ １．０ ０．０
３１．９ ３３．５ ３５．０ ３６．５ ３８．０ ３９．５ ４１．０ ４２．５ ４４．０ ４５．５ ４７．０ ４８．５ ５０．０ ５０．０ ５２．０

２７万円
２２．６ ２１．０ １９．５ １８．０ １６．５ １５．０ １３．５ １２．０ １０．５ ９．０ ７．５ ６．０ ４．５ １．５ ０．０
３２．４ ３４．０ ３５．５ ３７．０ ３８．５ ４０．０ ４１．５ ４３．０ ４４．５ ４６．０ ４７．５ ４９．０ ５０．５ ５０．５ ５２．０

２８万円
２３．１ ２１．５ ２０．０ １８．５ １７．０ １５．５ １４．０ １２．５ １１．０ ９．５ ８．０ ６．５ ５．０ ２．０ ０．０
３２．９ ３４．５ ３６．０ ３７．５ ３９．０ ４０．５ ４２．０ ４３．５ ４５．０ ４６．５ ４８．０ ４９．５ ５１．０ ５１．０ ５２．０

２９万円
２４．１ ２２．５ ２１．０ １９．５ １８．０ １６．５ １５．０ １３．５ １２．０ １０．５ ９．０ ７．５ ６．０ ３．０ ０．０
３３．９ ３５．５ ３７．０ ３８．５ ４０．０ ４１．５ ４３．０ ４４．５ ４６．０ ４７．５ ４９．０ ５０．５ ５２．０ ５２．０ ５２．０

３０万円
２５．１ ２３．５ ２２．０ ２０．５ １９．０ １７．５ １６．０ １４．５ １３．０ １１．５ １０．０ ８．５ ７．０ ４．０ １．０
３４．９ ３６．５ ３８．０ ３９．５ ４１．０ ４２．５ ４４．０ ４５．５ ４７．０ ４８．５ ５０．０ ５１．５ ５３．０ ５３．０ ５３．０

【別表１】在職中の老齢厚生年金早見表
＊上段は支給停止後の年金月額、下段は支給停止後の年金月額と総報酬月額相当額との合計額
＊「年金月額」は加給年金を除いた額 （単位：万円）

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９２／本文　※柱に注意！／０１０～０１７　経営のアドバイス（石井）  2012.06.18 18.50.48  Page 16 
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― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号

賃金低下率 雇 用
支給率

年 金
停止率

７５％以上 ０．００％ ０．００％
７４．５％ ０．４４％ ０．１８％
７４．０％ ０．８８％ ０．３５％
７３．５％ １．３３％ ０．５３％
７３．０％ １．７９％ ０．７２％
７２．５％ ２．２５％ ０．９０％
７２．０％ ２．７２％ １．０９％
７１．５％ ３．２０％ １．２８％
７１．０％ ３．６８％ １．４７％
７０．５％ ４．１７％ １．６７％
７０．０％ ４．６７％ １．８７％
６９．５％ ５．１７％ ２．０７％
６９．０％ ５．６８％ ２．２７％
６８．５％ ６．２０％ ２．４８％
６８．０％ ６．７３％ ２．６９％
６７．５％ ７．２６％ ２．９０％
６７．０％ ７．８０％ ３．１２％
６６．５％ ８．３５％ ３．３４％
６６．０％ ８．９１％ ３．５６％
６５．５％ ９．４８％ ３．７９％
６５．０％ １０．０５％ ４．０２％
６４．５％ １０．６４％ ４．２６％
６４．０％ １１．２３％ ４．４９％
６３．５％ １１．８４％ ４．７３％
６３．０％ １２．４５％ ４．９８％
６２．５％ １３．０７％ ５．２３％
６２．０％ １３．７０％ ５．４８％
６１．５％ １４．３５％ ５．７４％
６１％以下 １５．００％ ６．００％

改訂後賃金 賃金低下率 標準報酬
月額

総標準報酬
月額相当額 基本月額 年金支給

停止額
在職老齢
厚生年金

高年齢雇用
継続給付 併給調整 総収入額 健康保険

介護保険 厚生年金 雇用保険 源泉所得税 手取額 手取額
低下率

３８０，０００ １００．００％ ３８０，０００ ３８０，０００ ８０，０００ ８０，０００ ０ ０ ０ ３８０，０００ ２２，１７３ ３１，１８３ １，９００ ７，５６０ ３１７，１８４ １００．００％

３６１，０００ ９５．００％ ３６０，０００ ３６０，０００ ８０，０００ ８０，０００ ０ ０ ０ ３６１，０００ ２１，００６ ２９，５４２ １，８０５ ６，９６０ ３０１，６８７ ９５．１１％

３４２，０００ ９０．００％ ３４０，０００ ３４０，０００ ８０，０００ ７０，０００ １０，０００ ０ ０ ３５２，０００ １９，８３９ ２７，９００ １，７１０ ６，２９０ ２９６，２６１ ９３．４０％

３２３，０００ ８５．００％ ３２０，０００ ３２０，０００ ８０，０００ ６０，０００ ２０，０００ ０ ０ ３４３，０００ １８，６７２ ２６，２５９ １，６１５ ５，７６０ ２９０，６９４ ９１．６５％

３０４，０００ ８０．００％ ３００，０００ ３００，０００ ８０，０００ ５０，０００ ３０，０００ ０ ０ ３３４，０００ １７，５０５ ２４，６１８ １，５２０ ５，２４０ ２８５，１１７ ８９．８９％

２８５，０００ ７５．００％ ２８０，０００ ２８０，０００ ８０，０００ ４０，０００ ４０，０００ ０ ０ ３２５，０００ １６，３３８ ２２，９７７ １，４２５ ４，６１０ ２７９，６５０ ８８．１７％ ㋑
２７５，５００ ７２．５０％ ２８０，０００ ２８０，０００ ８０，０００ ４０，０００ ４０，０００ ６，１９８ －２，５２０ ３１９，１７８ １６，３３８ ２２，９７７ １，３７８ ４，２９０ ２７４，１９６ ８６．４５％ ㋺
２６６，０００ ７０．００％ ２６０，０００ ２６０，０００ ８０，０００ ３０，０００ ５０，０００ １２，４２２ －４，８６２ ３２３，５６０ １５，１７１ ２１，３３６ １，３３０ ４，０８０ ２８１，６４３ ８８．７９％

２５６，５００ ６７．５０％ ２６０，０００ ２６０，０００ ８０，０００ ３０，０００ ５０，０００ １８，６２１ －７，５４０ ３１７，５８１ １５，１７１ ２１，３３６ １，２８３ ３，７１０ ２７６，０８２ ８７．０４％

２４７，０００ ６５．００％ ２４０，０００ ２４０，０００ ８０，０００ ２０，０００ ６０，０００ ２４，８２３ －９，６４８ ３２２，１７５ １４，００４ １９，６９４ １，２３５ ３，５００ ２８３，７４２ ８９．４６％

２３７，５００ ６２．５０％ ２４０，０００ ２４０，０００ ８０，０００ ２０，０００ ６０，０００ ３１，０４１ －１２，５２２ ３１６，０１９ １４，００４ １９，６９４ １，１８８ ３，１５０ ２７７，９８４ ８７．６４％

２２８，０００ ６０．００％ ２２０，０００ ２２０，０００ ８０，０００ １０，０００ ７０，０００ ３４，２００ －１３，２００ ３１９，０００ １２，８３７ １８，０５３ １，１４０ ２，９４０ ２８４，０３０ ８９．５５％ ㋩
２１８，５００ ５７．５０％ ２２０，０００ ２２０，０００ ８０，０００ １０，０００ ７０，０００ ３２，７７５ －１３，２００ ３０８，０７５ １２，８３７ １８，０５３ １，０９３ ２，５９０ ２７３，５０３ ８６．２３％

２０９，０００ ５５．００％ ２００，０００ ２００，０００ ８０，０００ ０ ８０，０００ ３１，３５０ －１２，０００ ３０８，３５０ １１，６７０ １６，４１２ １，０４５ ２，３８０ ２７６，８４３ ８７．２８％

１９０，０００ ５０．００％ １９０，０００ １９０，０００ ８０，０００ ０ ８０，０００ ２８，５００ －１１，４００ ２８７，１００ １１，０８６ １５，５９１ ９５０ １，７５０ ２５７，７２３ ８１．２５％

【別表２】高年齢雇用継続給付の支給率および年金停止率の早見表

【別表３】６０歳代前半の賃金シミュレーション（例）
平成２４年７月１日現在

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９２／本文　※柱に注意！／０１０～０１７　経営のアドバイス（石井）  2012.06.18 18.50.48  Page 17 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ r ９３．４ △２．０ r ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６

２３年１～３月 ９４．８ ０．５ ９２．８ △１．３ ９７．０ △１．１ ９３．２ △２．１ ８９．３ １．３ ９８．１ ３．９
４～６月 ９２．１ △１．５ ８８．９ △５．８ ９７．１ △０．４ ８８．１ △８．３ ８５．０ △４．１ １０１．１ ４．６
７～９月 ９４．９ １．２ ９３．７ △０．９ １００．６ ４．７ ９４．３ △１．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０～１２月 ９３．６ １．２ ９４．１ △１．６ ９９．１ ３．５ ９４．６ △２．２ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年１～３月 r ９６．６ ３．２ r ９５．３ ４．８ r１００．５ ５．０ r ９５．４ ４．１ r ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
２３年 ４月 ９４．４ ０．３ ８４．５ △１２．７ ９８．９ １．６ ８３．１ △１６．０ ９０．４ ０．９ ９８．９ ３．６

５月 ８７．９ △５．０ ８９．４ △４．６ ９２．９ △４．１ ８７．５ △８．０ ８８．４ △０．３ １０４．０ ８．０
６月 ９３．９ △０．１ ９２．８ △０．６ ９９．６ ０．９ ９３．８ △１．７ ８５．０ △４．１ １０１．１ ４．６
７月 ９５．８ ２．０ ９３．８ △１．７ １０３．０ ６．９ ９４．４ △２．６ ８５．５ △４．８ １０１．１ ４．４
８月 ９５．２ ３．２ ９４．６ １．６ １００．４ ５．４ ９４．７ ０．６ ８７．４ △２．４ １０２．８ ６．３
９月 ９３．６ △１．２ ９２．８ △２．４ ９８．３ １．７ ９３．９ △２．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０月 ９４．５ ４．８ ９４．５ ０．９ １００．０ ６．３ ９４．８ ０．０ ８５．８ △４．５ １０３．８ ７．５
１１月 ９２．０ △１．８ ９２．９ △２．９ ９８．０ １．３ ９３．０ △４．１ ８６．０ △３．３ １０３．３ ８．６
１２月 ９４．３ ０．７ ９５．０ △３．０ ９９．４ ２．７ ９６．１ △２．４ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年 １月 ９６．８ ３．２ ９５．９ △１．６ １０１．１ ６．３ ９５．０ △１．５ ９０．３ ３．０ １０３．６ ２．５
２月 ９６．３ ３．６ ９４．４ １．５ ９９．７ ５．８ ９５．３ １．５ ８９．１ １．１ １０３．１ １．０
３月 r ９６．６ ２．７ r ９５．６ １４．２ r１００．８ ３．０ r ９５．８ １１．９ r ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４月 p９６．２ １．９ p９５．８ １３．４ p９９．９ １．１ p９６．７ １６．３ p９１．４ １．２ p１０９．６ １０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５１８ △１．４
２３年度 r ９４８，５４４△１．０ r １９７，００８△０．９ ２１４，０７１ △２．５ ６７，２３１ ０．０ r ７３４，４７３ △０．６ r １２９，７７７ △１．３

２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ ４６，９９９ △２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ ３１，２６３ △１．０
４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４５２△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７２７ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４５△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８７ △１．７
１０～１２月 ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７ △１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２２８ ０．２ ３４，０４９ △１．７

２４年１～３月 r ２２９，４０６△０．３ r ４８，０７４ １．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ３．９ r １７６，８７０ △０．２ r ３１，７１４ △０．１
２３年 ４月 ７７，６４５△１．３ １５，６４６△１．９ １６，８７０ △２．４ ５，１４８ △１．８ ６０，７７５ △０．９ １０，４９８ △１．９

５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４ △２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４
６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３ △０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４５ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７４ △２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４５ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７△０．８ １６，０５７△１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 ７７，５１７ ０．８ １６，３７０ △２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ ５９，５６８ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０ △０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９

２４年 １月 ７８，９２７△０．４ １７，３８３ △１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ ６０，０９７ △０．２ １１，４０８ △１．２
２月 ７０，６２５△０．１ １４，６５９ ０．２ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．５ ５５，４５６ １．３ ９，９６９ ０．６
３月 r ７９，８５４△０．２ r １６，０３２ ５．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １４．２ r ６１，３１７ △１．４ r １０，３３７ ０．５
４月 p ７７，６５８△０．４ p １５，６７０△０．５ p １６，５０９ △２．１ p ５，１８８ １．６ p ６１，１４９ ０．１ p １０，４８２ △１．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９２／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2012.06.20 14.02.34  Page 18 



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ３．４ ８９，７５８ ４．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５
４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２４年１～３月 １１３，１７４ １．９ ２２，０３３ ２．０ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
２３年 ４月 ３５，３８２ １．５ ６，６３０ １．０ １００．６ ０．３ ９９．９ △０．４ ８３．３５ ９，８５０

５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４
６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 ３７，７３２ １．０ ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３
２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ △０．１ ７，７１５ ０．３ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４
４月 ３８，５５２ ４．６ ７，５９８ ６．２ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６
４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
２３年 ４月 ７，５８３ △４８．７ ２，００６ △５３．０ ３，２８３ △４９．５ ２，２９４ △４３．０ １５３，５２９ △４８．５

５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３
６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４
２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３
４月 １４，４６１ ９１．１ ３，６７５ ８３．４ ５，９８７ ８３．２ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９２／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2012.06.18 19.14.49  Page 19 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９
４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
２３年 ４月 ２，６７６ ５．１ ６６８ ０．３ １１８，１６１ △１４．４ １１，７９７ △１１．２ ６，５９０ △０．２

５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５
６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７
２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１
４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．８ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４
４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．７ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
２３年 ４月 ５６２ △２５．３ ０．４０ ０．５２ ↑ ４．９ ５２ １５．６ １，０７６ △６．７

５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ ４．６ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８
６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ ↑ ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ ↑ ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３
２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８
４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ － ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９２／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2012.06.18 19.14.49  Page 20 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，３１３ ９．３ ６５２，８１４ △３．７ r１，６３６，５６９ ３３．２ r ６９７，０００ １１．６

２３年１～３月 ８６，５２５ ２．０ １６４，１７７ ２．４ ３６１，２７８ ２７．２ １６１，０６９ １１．７
４～６月 ９２，４９１ １２．６ １５６，９０６ △８．１ ３７３，１１０ ２６．１ １６９，６４５ １０．５
７～９月 ９７，２４２ １６．１ １７１，１１３ ０．５ ３７３，４０６ ３４．９ １７５，３０２ １３．８
１０～１２月 ９１，３４１ １．４ １６３，２７０ △５．５ ４２３，３５０ ４３．８ １７５，０９５ １２．４

２４年１～３月 ９３，２３９ ７．８ １６１，５２６ △１．６ r ４６６，７０３ ２９．２ r １７６，９５８ ９．９
２３年 ４月 ３２，５０８ １１．１ ５１，５６６ △１２．４ １３３，７６３ １９．８ ５６，３４４ ９．２

５月 ３６，３０２ ５２．０ ４７，５９３ △１０．３ １３９，０４８ ５９．５ ５６，２００ １２．４
６月 ２３，６８１ △１８．４ ５７，７４６ △１．６ １００，２９９ ３．３ ５７，１０２ ９．９
７月 ３０，４２１ △７．６ ５７，８１８ △３．３ １２０，３１０ ２２．３ ５７，１２０ ９．９
８月 ３１，６７０ ４２．９ ５３，５５７ ２．８ １３３，０４６ ７１．３ ６１，３３１ １９．２
９月 ３５，１５１ ２２．６ ５９，７３８ ２．３ １２０，０５０ １９．１ ５６，８５０ １２．２
１０月 ３０，３４９ △１．０ ５５，０６９ △３．８ １３２，４０７ ４６．１ ５７，８９９ １７．９
１１月 ３２，２１４ ３２．７ ５１，９６２ △４．５ １４６，３８２ ６２．０ ５８，８７４ １１．５
１２月 ２８，７７８ △１８．２ ５６，２３９ △８．０ １４４，５６１ ２７．４ ５８，３２２ ８．２

２４年 １月 ２８，２８９ ３．９ ４５，１０５ △９．２ １５４，６１１ ３３．８ ５９，９１９ ９．６
２月 ２８，６８３ １０．６ ５４，３８４ △２．７ r １５５，４４７ ２７．０ ５４，１３０ ９．３
３月 ３６，２６７ ８．７ ６２，０３７ ５．９ r １５６，６４５ ２７．０ r ６２，９０８ １０．６
４月 p ３８，８３６ １９．５ ５５，６６０ ７．９ p１４９，０８７ １１．５ p ６０，８８０ ８．１

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

２３年１～３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４～６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７～９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０～１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２３年 ４月 １３７，８２０ ２．４ ５，９５２，４４４ ３．０ ９２，９３６ ０．５ ４，０９５，７２８ △０．２

５月 １３６，６７７ １．６ ５，９５８，００８ ２．８ ９１，３０９ ０．０ ４，０７２，７４８ △０．４
６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７月 １３６，５７９ １．９ ５，８８９，９６８ ２．７ ９０，８３４ ０．４ ４，０８１，４３８ △０．１
８月 １３６，３６２ １．８ ５，８９７，３９４ ２．７ ９０，８３２ ０．５ ４，０６６，０１５ ０．０
９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０月 １３６，２１２ １．８ ５，８９９，８７０ ３．０ ９１，５３１ ０．１ ４，０８９，１０１ ０．５
１１月 １３６，８８６ １．７ ５，９５２，９７９ ３．４ ９１，２６５ ０．２ ４，０９２，１９７ ０．８
１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年 １月 １３６，４９７ １．９ ５，９５１，５４４ ３．３ ９１，７４１ ０．２ ４，１０３，３８３ ０．９
２月 １３６，５３７ １．６ ５，９５５，９８３ ２．６ ９２，０２７ ０．４ ４，１０９，７７０ １．１
３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４月 １４０，２５５ １．８ ６，０６３，７０５ １．９ ９３，１８５ ０．３ ４，１２６，１９６ ０．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９２／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2012.06.18 19.14.49  Page 21 
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●道内経済の動き 

●「貸倒引当金制度の見直し～平成23年度法人税法改正」 

●高年齢者の最適賃金シミュレーション 
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